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課題Ⅰ. 5Tbps 級高速大容量・低消費電力光伝送技術 
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large-capacity, and low-power digital coherent optical transmission technology. 

代表研究責任者 木坂 由明 日本電信電話株式会社 未来ねっと研究所 

研究開発期間  平成 30 年度～令和３年度

【Abstract】 
This paper describes the results of Research and Development of innovative optical network 

technology that bears new social infrastructure (Technological Theme I). In this project, 

next-generation digital coherent optical transmission technologies with 5-terabit class per channel 

capacity have successfully been developed. 

 Advanced modulation format employing high-order modulation, constellation shaping, 

multi-carrier technology, and ultra high speed signaling were developed to realize large data capacity. 

Fixed and adaptive equalizers were specially designed to achieve sufficient performance to handle the 

advanced modulation format signal. Advanced scheme for foward error correction code were 

developed to acheive high-performance and low-power consumption simultaneously. 

All those technologies were tested in simulation models and implemented into circuit models, in 

order to verify function, performance, power consumption, and feasibility. Outlook for practical 

realization in industries are also described in the last part of the paper. 
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○ 研究開発期間 平成 30 年度～令和３年度 

○ 研究開発予算  総額 2,002 百万円 

  （内訳）

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（令和２年度

３次補正予算） 

500 百万円 506 百万円 498 百万円 498 百万円 

２ 研究開発課題の目的および意義 

超高精細映像の流通や IoT・ビッグデータの利用や AI 等の普及によって通信トラヒックは急速に増大し

ている。それに伴い、デジタルコヒーレント技術を利用した 400Gbps 級の光伝送技術が商用ベースで普及

しつつあり、1Tbps 超級の光伝送技術の開発も進行している。このような状況下でトラヒック需要の成長

は依然として指数関数的な拡大を見せており、光通信のさらなる大容量化は不可欠である。次世代の光伝

送方式として、1T を大きく上回る運用単位を有する大容量が必要と考えられ、また低消費電力化も求めら

れている。このような大容量化と低消費電力化を同時に実現するため、高度変復調方式やマルチキャリア

連携などの光伝送技術の基盤技術の確立が必要である。

本研究開発は、高速大容量なチャネル容量 5Tbps 級（運用単位）の光伝送システムにおいて高度な光伝

送方式に要求されるデジタル信号処理技術を導入し、新たな光伝送方式に対応可能な高速多値光送受信技

術と伝送劣化補償技術を確立し、5Tbps 級の大容量光伝送を実現する。また、5Tbps 級のデジタル信号処

理回路において 100Gbps 級の信号処理回路に対し、同一通信速度で比較して動作電力を 1/6 以下にするた

め、各信号処理技術の最適化を行って、最新の電子回路技術を駆使した低消費電力デジタル信号処理回路

技術の確立を目指す 。

３ 研究開発成果（アウトプット） 

３．１ 5Tbps 級高速大容量・低消費電力光伝送技術 

ア）高速多値光送受信技術

a）高度変復調方式基本技術

5Tbps を実現するために必要なボーレートおよびキャリア数等を決定し、伝送効率を最大にでき

る多次元符号化等の高度変調方式アルゴリズムおよび光送受信特性バラつき推定・補償アルゴリズ

ムの基本技術を確立する。

b）誤り訂正基本技術

5Tbps を実現するために定めたキャリア数、多値直交振幅変復調方式および符号化変復調方式等

に対して、伝送効率を最大にできる誤り訂正処理アルゴリズムおよび尤度生成アルゴリズムの基本

技術を確立する。

イ）伝送劣化補償技術

a）信号等化基本技術
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5Tbps を実現する符号化変調等のフレキシブルな変調方式・伝送速度に対して、光ファイバ伝送

システムで生じる波形歪みの補正を最も少ない演算規模で実現するための信号等化処理アルゴリ

ズムの基本技術を確立する。 

b）クロストーク抑圧基本技術 

5Tbps を実現するボーレートやキャリア数等に対して、光ファイバ伝送システムで生じるキャリ

ア間の線形／非線形干渉を抑圧・補償を可能とするクロストーク抑圧信号処理アルゴリズムの基本

技術を確立する。 

ウ）伝送システム最適化設計技術 

ア）イ）で検討した要素技術を選定・統合するとともに、光送受信器や光伝送路等のモデル化を

行い、機能連携アルゴリズムの統合検証を行うことで、目標の伝送特性を実現する信号処理機能全

体の最適化設計に向けた基本技術を確立する。 

エ）低電力回路最適化設計技術 

a）低電力回路統合検証技術 

ア）イ）で検討した各要素技術の最適回路設計に向けた基本技術を確立し、各信号処理回路の統

合検証を行うことで、100Gbps 級の信号処理回路に対し、同一通信処理速度で比較して１/６以下

の電力で動作可能であることを確認し、低電力回路統合検証技術を確立する。 

b）マルチチップ高周波実装技術 

5Tbps 級の光伝送システムを実現するために必要な高度な光伝送方式に対応した高速アナログ

電気インタフェースやデバイス間連携インタフェースの性能・実装検討を行い、光送受信器を含め

た特性検証を行うことで、マルチチップ高周波実装技術を確立する。 

ア）高速多値光送受信技術 

a）高度変復調方式基本技術（日本電信電話） 

5Tbps 級光伝送を実現する 800Gbps×6 波長および 1.2Tbps×4 波長を実現する高度変復調方式とし

てコンスタレーションシェーピング方式およびサブキャリア変調方式、送受信デバイス特性補償基本技

術としてマルチステップ推定方式を開発し、実環境を模擬した外部環境モデルによる動作確認を完了し、

高度変復調技術および送受信デバイス特性補償基本技術を確立した。 

高度変復調方式基本技術として、平成 30 年度にコンスタレーションシェーピングおよびジオメトリ

ックシェーピング方式の基本評価として従来変復調方式からの雑音耐力の改善効果を明確化し5Tbps級

光伝送の 130GBaud 級 800Gbps×6 波長および 130GBaud 級 1.2Tbps×4 波長での実現の可能性を明

らかにした。さらに令和元年度から令和２年度に、コンスタレーションシェーピングが現実的な信号処

理演算量で雑音耐力の改善が可能であることを示しコンスタレーションシェーピング方式を選定し、光

ファイバ伝送路を仮定したシミュレーションによりマルチキャリア変調方式の特性を評価し、波長分散

耐力が向上することからマルチキャリア変調方式も選定した。さらに令和３年度には、図 3.1-1 に示す

ように実環境を想定した機能シミュレーションにおいて 400Gbps、 800Gbps、1.2Tbps が所望の雑音

耐力性能が得られることを確認した。 

送受信デバイス特性補償基本技術として、平成 30 年度から令和２年度にかけて基本特性を評価しマ

ルチステップ推定方式を選定した。さらに令和３年度に実環境を想定した外部環境モデルにおいてマル

チステップ推定方式の推定精度および補償係数を送受信 DSP の信号処理部に反映した際の補償性能を

評価した。送受信機の不完全性として I/Q 振幅比率を変化させ際の結果を図 3.1-2 に示す。送受信機の

最適化後において Q 値ペナルティが 0.1dB 以下まで改善していることを確認した。以上より、高度変復
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調技術および送受信デバイス特性補償基本技術を確立し到達目標を達成した。 

 

b）誤り訂正基本技術（三菱電機） 

最大 5Tbps 級光伝送を実現するために必要なキャリア数（800Gbps x 6 キャリア）、多値直交振幅変

復調方式および符号化変復調方式等の高度な変調方式に対して、誤り訂正性能と消費電力のバランスに

優れた誤り訂正処理アルゴリズムおよび尤度生成アルゴリズムを開発し、他の機能との連携を考慮した

検証によりアルゴリズムの妥当性を実証し、誤り訂正基本技術を確立した。 

平成 30 年度に多値直交振幅変復調方式および符号化変復調方式等に親和性の高い誤り訂正アルゴリ

ズム方式を抽出し訂正性能の評価を実施するとともに、高度な変調方式としてプロバビリスティックシ

ェーピング（Probabilistic Constellation Shaping：PCS）に着目し、親和性の高い尤度生成アルゴリズ

ムの検討を実施した。令和元年度はプロバビリスティックシェーピングの性能や情報長に柔軟に対応可

能で、回路規模の低減・低電力化が可能な符号化復号処理アルゴリズムおよび尤度生成アルゴリズムの

選定を実施した。更に令和 2 年度は、回路規模・消費電力と誤り訂正性能のバランスを考慮して、5Tbps

級光伝送を実現するプロバビリスティックシェーピングを適用した多値直交変復調方式に対応するマル

チレベル符号化（Multi-Level Coding）・マルチステージ復号構成の適用を検討し、基本機能の試作を実

施した。最終年度となる令和 3 年度は前年度までに開発した基本機能試作に基づき、課題 ア-a）高度変

復調方式基本技術、イ-a）信号等化基本技術、b）クロストーク抑圧基本技術、ウ）伝送システム最適化

設計技術における各機能との連携を考慮した入力信号に対して、本課題の符号化・復号処理および尤度

生成の性能検証を行った。図 3.1-3 に性能検証結果を示す。400G PCS-MCL 16QAM、800G PCS-MCL 

32QAM、800G PCS-MCL 64QAM について、所要 OSNR 期待値である 18dB、22.5dB、28dB を満足

する特性が得られ、アルゴリズムの妥当性を確認した。以上により、到達目標を達成した。 

図 3.1-1 OSNR 耐力評価結果（130 GBaud 級） 

※サブキャリアあたりのボーレートの合計） 

図 3.1-2 I Q 振幅インバランス推定・補償結果 

134-GBaud PCS64QAM (800 Gbps) 
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図 3.1-3 他機能との連携を考慮したマルチレベル符号化構成誤り訂正性能評価結果 

 

イ）伝送劣化補償技術 

a）信号等化基本技術（富士通） 

本研究開発では、5Tbps 級光伝送を実現する符号化変調等のフレキシブルな変調方式・伝送速度に対

して、光ファイバ伝送システムで生じる波形歪みの補正を最も少ない演算規模で実現する信号等化技術

の研究開発を実施した。まず、高速・高多値の伝送において課題となる波形歪み要因と、その歪みを補

償するために必要となる等化処理機能の明確化を行い、低演算で信号等化が可能なフラクショナル適応

等化処理方式と高精度な偏波変動追従を実現するステップサイズ最適化アルゴリズムを選定した。また、

選定したアルゴリズムの性能と回路実現性を評価するため、回路実装も考慮した信号処理アルゴリズム

パラメータを最適化した機能モデルの作成と評価を実施し、より実システムで想定される伝送条件を模

擬するため、シミュレーション評価だけでなく、実験環境によるオフライン評価を実施し、目標とする

偏波変動速度 10kHz 以上、30ps 程度の偏波モード分散に対応可能な性能が得られることを確認した。 

具体的には、図 3.1-4 に示すように PCS-64QAM 60Gbaud の信号に対して、偏波変動追従性・偏波

モード分散耐力のオフライン評価を実施した。目標性能への到達を判定する SNR ペナルティの上限目

標値は、伝送設計で計上する劣化量として許容可能な 1.0dB とした。また、実験評価結果の妥当性確認

のため、同一条件で機能モデルシミュレーションとの比較を行った（図 3.1-5 (a)）。オフライン評価結果

は機能モデル評価結果と良く一致しており、60Gbaud の速度においても偏波変動速度 30kHz 以上、偏

波モード分散耐力 50ps を確保し目標性能を満たしていることを確認した。また、目標とする 100Gbaud

を超える伝送速度での性能を確認するため、PCS-64QAM 130Gbaud での機能モデルシミュレーション

による追加評価を行い、60Gbaud に対して偏波変動追従性能の向上を確認した（図 3.1-5 (b)）。これは、

高ボーレート化により偏波変動追従に用いる制御用信号の速度が上昇したためである。以上のオフライ

ン実験評価と機能モデルシミュレーション評価結果より、提案方式が目標性能を達成できることを確認

し、信号等化基本技術を確立した。 
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図 3.1-4 オフライン評価                       図 3.1-5 機能モデルシミュレーション 

 

b）クロストーク抑圧基本技術（日本電気） 

5Tbps 級の高速大容量な光通信システムを実現するマルチキャリア光伝送の復調において、マルチキ

ャリア間に生じるクロストークを抑圧する信号技術として、多次元符号化変調などの高度変調方式の適

応的な変化やキャリア分割数の変化に対応可能な信号処理方式技術を開発し、他の課題と連携を考慮し

た信号処理アルゴリズムの機能動作検証を完了し、クロストーク抑圧基本技術を確立した。 

具体的には、平成 30 年度および令和元年度に、複数の信号処理アルゴリズム候補について、光送受

信性能、演算リソースの観点から比較検討を行い、令和 2 年度には周波数利用効率、回路規模、高度変

調方式への対応容易性の観点から、ボーレート間隔程度のマルチキャリア多重で有用であるスーパーナ

イキスト MMSE（minimum mean square error）方式を選定し、64QAM、PCS（probabilistic 

constellation shaping）変調を使ったシミュレーションにより、周波数利用効率向上の効果を明らかに

した。令和 3 年度には、より実環境に近い光伝送条件での特性評価のため、1000km 伝送後の特性検証

を実施した。図 3.1-6 は光伝送シミュレーションによる評価結果であり、シンボルレート 100Gbaud、

情報速度 4.0 bit/symbolとした 64QAMベースの 4デジタルサブキャリア偏波多重PCS信号を生成し、

他の課題との連携を考慮した特性検証を実施した。5Tbps 級に相当する 7ch 伝送において、従来方式と

なるナイキスト方式に対してチャンネル間隔を狭めた際のクロストークによるQ値劣化量が大きく改善

すること（図 3.1-6 (a)）、また、1000km 伝送後においても良好なコンスタレーションが得られているこ

とを確認した（図 3.1-6 (b)）。以上により、5Tbps 級を実現するクロストークを抑圧する信号処理アル

ゴリズムについて、光送受信性能、光伝送特性の観点から機能動作検証を完了し、到達目標を達成した。 

(a) PCS-64QAM 60Gbaud 

   (偏波モード分散 50ps) 

(b) PCS-64QAM 130Gbaud 

(偏波モード分散 50ps) 

 PCS-64QAM 60Gbaud 

   (偏波モード分散 50ps) 
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図 3.1-6 クロストーク抑圧基本技術による連携動作検証結果 

 

ウ）伝送システム最適化設計技術（日本電信電話） 

課題ア）、イ）で検討した要素技術を選定・統合するとともに、光送受信器や光伝送路等のモデル化を

行い、信号品質に影響すると想定される光送受信デバイスのパラメータを組み込んだ統合機能モデルを

用いて、光送受信デバイスの線形および非線形な歪み、光ファイバ伝送路の歪みを付加して、基本伝送

特性の評価を完了した。全負荷条件での評価が可能な統合機能モデルを図 3.1-7 に示す。 

 
図 3.1-7 全負荷条件での評価が可能な統合機能モデル 

 

さらに機能連携アルゴリズムの統合検証を行うことで、目標の伝送特性を実現する信号処理機能全体

の最適化設計に向けた基本技術を確立した。具体的には、平成 30 年度は、ハイブリッド変調方式およ

び多次元変調方式について機能レベルの統合モデルを構築した。同じ伝送容量を達成するための、

33GBaud 64QAM、44GBd 16QAM+32QAM（ハイブリッド変調方式）、56GBd 6b4D-2A8PSK+16QAM

（多次元ハイブリッド変調方式）、および 66GBd 8QAM の 4 つの変調フォーマットについて評価した。

基本動作検証として、Back-to-back での OSNR 耐力評価、統合性能検証として運用 OSNR における残

留分散耐力評価や PMD 耐力評価などを実施した。 

令和元年度は、外部環境モデルの構築に向けて、ドライバアンプ、光変調器、コヒーレントレシーバ

モジュールなどの 64GBd 級の実デバイス基本特性評価を実施し、信号品質に影響すると想定されるパ

ラメータを抽出した。得られた結果を用いて単体デバイスモデルを構築し、簡易シミュレーション評価

を実施した。 

令和 2 年度は、課題アおよびイで構築するモデルを組み込むための統合機能モデルの修正を完了した。
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また 64GBd 級の実デバイス基本特性評価から抽出した信号品質に影響すると想定されるパラメータと

して、ドライバアンプやトランスインピーダンスアンプの全高調波歪みを外部環境モデルに組み込み、

修正した統合機能モデルと結合し、シミュレーションによる初期評価を完了した。 

令和 3 年度は、信号品質に影響すると想定される実際の送受信光デバイスのパラメータとして、ドラ

イバアンプやトランスインピーダンスアンプの全高調波歪みを組み込んだ統合機能モデルを用いて、全

負荷条件における伝送特性評価のため、非線形な歪み、線形な歪、光ファイバ伝送路の歪みを付加し、

基本伝送特性の評価を完了した。さらに、目標の伝送特性の実現に向けて、機能連携アルゴリズムの観

点から、信号処理機能全体のパラメータの最適化を完了した。具体的には、800Gbps 級の伝送モードに

おいて、波長分散に対する伝送特性として、1000km 級の伝送が実現可能であること、偏波モード分散

に対する伝送特性として、100ps 級の補償が実現可能であることを、確認した。以上により、到達目標

を達成した。 

 

エ）低電力回路最適化設計技術 

a）低電力回路統合検証技術 

1）高度変復調回路基本技術（日本電信電話） 

課題ア）で高度変復調方式として選定したコンスタレーションシェーピングに対して、高多値度対応

とマルチキャリア変調を組み合わせた方式について回路規模と消費電力の観点で最適化を実施し、ハー

ドウェア記述言語で構築した回路モデルの動作検証および機能モデルとの等価性確認を完了し、最適回

路設計に向けた高度変復調回路基本技術を確立した。 

ハイブリッド変調や多次元変調およびそれらを組み合わせた変調方式において、ハードウェア実装を

志向してフレーム処理について検討した。具体的には、クライアントレートおよびその種別、誤り訂正

符号の冗長度、そして上記高度な変調方式を使用したときのそれぞれの条件におけるマルチフレーム処

理、フレームに挿入するスタッフビット数、そして動作周波数の設計を実施した。図 3.1-8 に DSP 動作

モードごとのスタッフビットの挿入率および該当するシンボルあたりのビット数の関係を示した。シン

ボルあたりのビット数が多いほどスタッフビット挿入率が高い傾向があり、シンボルあたりのビット数

が少ないほどスタッフビット挿入率が低下する傾向が見て取れる。Training Symbol（TS）挿入間隔は

すべての変調方式で固定とすることが望ましいため、シンボルあたりのビット数が多いほど、送信ビッ

ト系列における 1 フレームのビット長が増大する。そのため、マルチフレームとの同期がとりづらくな

り、より多くのスタッフビットを挿入する必要がある傾向が出ているが、シンボルあたりビット数が最

大の動作モードであっても 1%以下の十分に低いスタッフビット挿入率で実現できることを確認した。 

さらにハードウェア記述言語を用いた回路モデルを構築し、基本検証を実施して、機能モデルとハー

ドウェア言語における回路モデル間の等価性を確認した。 

続いて、コンスタレーションシェーピングおよびジオメトリカルシェーピングについて回路構成を検

討した。コンスタレーションシェーピングのほうが追加機能ブロックの回路規模は大きいが、課題アに

おける検討で特性改善量が大きいことが確認されたため、コンスタレーションシェーピングを選定した。 

選定したコンスタレーションシェーピングとマルチキャリア変調を組み合わせた方式について検討し

た。（図 3.1-9）ハードウェア記述言語を用いた評価モデルを構築し，基本動作を評価した。 

最後に、ハードウェア記述言語を用いた評価モデルの動作検証および機能モデルとの等価性評価を実

施し、等価性が取れていることを確認した。また，回路規模と消費電力の評価を実施した結果、100Gbps

級の信号処理回路に対し同一通信速度で比較して 1/6 以下の電力で動作可能であることを確認した。 
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（図 3.1-16 参照） 

以上の取り組みにより、低電力最適回路設計に向けた高度変復調回路基本技術を確立し、到達目標を

達成した。 

 

図 3.1-8 DSP 動作モードごとのスタッフビットの挿入率および該当するシンボルあたりのビット数 

 

 

 

図 3.1-9 マルチキャリア変復調回路構成 

 

2）誤り訂正回路基本技術（三菱電機） 

高度な変復調方式等との親和性を考慮し、最適な処理を行う誤り訂正符号化機能および軟判定誤り訂

正復号機能について、課題ア-b）で検討した基本機能試作に基づく基本回路を設計し、最先端 CMOS 技

術を適用した場合の回路規模と消費電力を合成ツールおよびシミュレーションにより算定した。 

最大 5Tbps 級光伝送を実現するために必要なキャリア数、多値直交振幅変復調方式および符号化変復

調方式等の高度な変調方式に対して、誤り訂正性能と消費電力のバランスに優れた誤り訂正符号化回

路・復号回路アーキテクチャとして、復号繰り返し数の収束がよい軟判定符号の符号化パラメータを設

計した方式を採用し、回路の動作周波数 1/2 に低減した軟判定復号回路アーキテクチャならびに、軟判

定誤り訂正符号による保護は最も誤り率が大きくなる LSB に限定することで、訂正性能が高く消費電力

も大きくなる軟判定誤り訂正符号の処理量を大幅に削減することができるマルチレベル符号化・マルチ
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ステージ復号回路アーキテクチャを採用した。これらの回路アーキテクチャを用いることにより、5Tbps

級のビットレート増加に伴う消費電力の増加を抑制可能となる。 

更に、誤り訂正復号回路の演算量は、誤り訂正不可領域近傍のエラーレートで最も最大化する。一方

で、光通信装置の運用領域においては、誤り訂正不可領域に比べ信号品質の高い受信信号が得られる確

率が高く、このため符号単位で信号劣化状態を監視して、不要な演算を避けるよう復号回路の復号演算

を動的に制御することにより、運用時の消費電力を低減可能となる。図 3.1-10（a）に信号品質に応じ

た復号演算制御による電力削減回路アーキテクチャを、（b）に消費電力の削減効果を示す。誤り訂正限

界の SNR（ΔSNR=0dB）から 0.5dB のマージンが得られる領域で運用することで、それぞれ 41%（冗

長度 25%）、37%（冗長度 45%）の電力削減効果が期待される。 

これらアーキテクチャを適用することにより、本研究成果で目的とする従来の 100Gbps 級光伝送技術

における誤り訂正回路に対し同一通信処理速度と比較して 1/6 以下の消費電力の実現に寄与した。以上

により、到達目標を達成した。 

 

 
(a) 

 
(b) 

図 3.1-10 信号品質に応じた復号演算制御による電力削減回路アーキテクチャ（a）とその効果（b） 

 

3）信号等化回路基本技術（富士通） 

信号等化回路の低消費電力化を行うためには、回路全体としての演算量を最小化する必要がある。本

研究開発では、入力信号の状態を監視し、その状態に応じて複数の等化器間を連携制御する技術に着目

し、連携制御を想定した等化器構成の最適化を図ることで、信号処理回路全体として所望の性能を得る

ための最小限の等化器構成を実現させる。また、この連携制御を効率的かつ遅滞なく実行するため、制

御エンジン（FPGA）、内部 CPU、外部 CPU など複数の制御デバイスにより複数の制御層を構成した制

御回路アーキテクチャを考案した。 

この「多層型制御アーキテクチャ」に基づき、信号等化回路の論理構造設計を行い、ハードウェア技

術言語により回路モデルを設計し（図 3.1-11）、動作検証を実施した。さらに課題イで作成した機能モデ

ルとの性能等価性検証を行い、当該機能モデルと同等の処理性能であることを確認した。 

当該回路の実装設計試行および実配置配線処理後の回路による消費電力評価結果を図 3.1-12 に示す。

本グラフは、同一伝送速度、すなわち 100Gbps あたりの消費電力値を表しており、100Gbps 級従来回

路の消費電力（図中 A）を 100 とした相対値である。5Tbps 級信号処理回路では、高多値度や高ボーレ

ート化に伴う演算器の高精度化や多種の補償機能による演算量増大のため、最新 CMOS 電子回路による

効果だけでは 30%程度（図中 B）にとどまるものの、本研究での提案技術と適用と回路設計の最適化に

より 14.8%まで削減（図中 C）できることを確認した。以上により信号等化回路基本技術の検証技術を

確立した。 
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4）クロストーク抑圧回路基本技術（日本電気） 

5Tbps 級の通信処理速度を実現するため、マルチキャリア間のクロストークによる波形歪みを、波形

歪みの主な要因となる波長分散を含む他の波形歪みと合わせて抑制・補償を行う抑圧補償回路を低消費

電力で実現する回路技術を開発し、クロストーク抑圧回路基本技術を確立した。 

具体的には、クロストーク抑圧処理を、他の波形歪みと合わせて抑制抑圧・補償を行う周波数領域等

化（FDE：frequency domain equalizer）方式による歪抑圧補償回路を採用し、回路構成候補の検討、

クロストーク抑圧処理回路の全体回路構成の検討、回路記述の生成を効率化する設計効率化方式、およ

び、その回路記述の検証を効率化する検証容易化設計方式の検討を実施した。開発した設計効率化方式

による回路記述の自動生成環境を活用し、データビット幅やパイプライン数、パイプライン位置などの

回路構成や回路パラメータの最適化、および、データ表現形式による消費電力の全体最適化を実施した。

さらに、歪抑圧補償回路を構成する FFT/IFFT 回路が必要とする RAM マクロ数及び RAM 容量を削減

する最適化方式を適用し、回路規模、及び消費電力の削減を図った。これら回路最適化による低消費電

力化の効果を、FFT 回路、周波数領域フィルタ部、IFFT 回路から構成される 4096 ポイントの FDE 回

路について評価した（図 3.1-13）。（a）回路最適化の適用なし、（b）データ表現形式の最適化を適用、（c）

データ表現形式及び RAM 構成の最適化を適用した結果、（c）の条件では 26.9%の大幅な電力削減が可

能なことを確認した。さらに、回路記述の妥当性を確実なものとするため、レイアウト工程まで考慮し

たゲートレベル回路記述の部分試作を行った。この部分試作した回路記述を用いて、最適化を適用した

歪抑圧補償回路が実用的な回路規模および消費電力で実現可能であることを確認した。以上の回路最適

化の実施、及び評価により、クロストーク抑圧回路基本技術を確立し、到達目標を達成した。 

図 3.1-11 信号等化回路構成図 図 3.1-12 従来回路との消費電力比較 

（100Gbps あたりの消費電力値） 
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図 3.1-13 回路最適化による消費電力の削減効果 

 

5）低電力信号処理統合検証技術（日本電信電話） 

課題エ-a）1 から 4 で検討した高度変復調方式基本技術、誤り訂正基本技術、信号等化基本技術そし

てクロストーク抑圧基本技術について、それらの回路モデルを組み合わせた統合回路モデルを開発し、

当初目標であった 6×800Gbps/λによる 5Tbps に加えて、1 波あたりの容量を拡大した 4×1.2Tbps/λ

の 5Tbps を実現する信号処理の回路動作および消費電力評価を実施し、100Gbps 級の信号処理回路に

対して、100G あたりの消費電力を当初の目標である 1/6 を上回る 1/6.9 に削減し、低電力信号処理統合

検証技術を確立した。 

図 3.1-14と 3.1-15に 800Gbps/λおよび 1.2Tbps/λ動作時における統合機能モデルと統合回路モデル

の OSNR 評価結果を示す。ここで統合機能モデルは、C++言語で性能評価用に作成された各機能のアル

ゴリズム評価モデルを統合した信号処理全体の評価モデルであり、統合回路モデルは、ハードウェア記

述言語で作成された各機能の回路モデルを統合した信号処理全体の回路モデルである。統合回路モデル

の妥当性を評価するために、同一負荷条件における統合機能モデルの Q 値特性と比較した。800Gbps/

λおよび 1.2Tbps/λのどちらの条件でも Q 値誤差は全域で 0.1dB 以内であり、アルゴリズムを実装し

た回路が想定通りの動作を実現できていることを確認した。 
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図 3.1-14 800Gbps/λの等価性評価 

回路最適化方式の適用条件
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図 3.1-15 1.2Tbps/λの等価性評価 

 

図 3.1-16 に 100G 級 DSP と本研究開発における 5Tbps 級 DSP の 100G あたりの消費電力の比較を

示す。5Tbps 級 DSP は 800Gbps/λ動作時であり、最先端の 5nm プロセスのライブラリを使用して、

ポストレイアウトまで実施後の電力値である。課題エ-a-1）から 4 で低消費電力化を検討した各機能ブ

ロックを統合することによって 1λあたりの容量を 8 倍にしながら、100G あたりの消費電力を、目標を

上回る 1/6.9 とすることができた。 
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図 3.1-16 100G DSP および 5Tbps 級 DSP の 100G あたりの消費電力の関係性 

 

b）マルチチップ高周波実装技術（日本電信電話） 

複数 DSP のチップ間連携方式およびマルチキャリア変調方式について、チップ間連携の際に課題とな

るスキュー補償方式や、ライン側フレーミング方式の設計を行い、機能モデル・回路モデルを用いて動

作検証を完了した。また、5Tbps 級信号に対応するための ADC・DAC 仕様の策定し、光送受信機各部

のレベルダイヤ最適化を完了し、5Tbps 級光伝送に対応したマルチチップ高周波実装技術を確立した。 

具体的には、複数レーザを束ねてマルチキャリア伝送を実施する方式について、複数 DSP で連携して
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大容量のクライアント信号を大容量マルチキャリア信号に収容する検討を行った。その際に対応が必要

なキャリア間のスキュー補償などの技術的課題ついて、機能モデルおよび回路モデルを用いて評価を行

うことで技術を確立した。また、単一レーザを複数サブキャリアに分割する方式のマルチキャリア伝送

方式に関して、ライン側フレーミング方式の設計と評価検証を行い、5Tbps 級マルチキャリア信号を効

率的にフレーム収容する技術を確立した。設計したフレーミング方式については、機能モデルおよび回

路モデルに実装し、シミュレーション等による検証を行った。 

また、5Tbps 級信号に対応した高周波実装技術の研究開発を実施した。5Tbps 級信号で適用される高

度変復調方式を想定し、アナログデジタル変換器（ADC）およびデジタルアナログ変換機（DAC）の満

たすべき性能について検討し、設計指針を確立した。また、高度変復調方式とマルチキャリア伝送方式

に対応した光送受信機最適化手法を検討した。DAC 出力と変調器および変調器ドライバアンプの各部レ

ベルダイヤの最適化手法や、DSP 内部の誤り訂正復号部への入力レベルなどのレベルダイヤ最適化手法

を確立することにより、5Tbps 級伝送に対応した高周波実装技術を確立した。以上により、到達目標を

達成した。 

 

 

図 3.1-17 マルチキャリア信号に対応したライン側フレーミング方式の概要図 

 

 

４ 政策目標（アウトカム目標）の達成に向けた取組みの実施状況 

 

４．１ 実用化、事業化 

アウトカム目標の達成に向けた取り組みとして、ビジネスプロデューサの統括に基づき、事業化に向け

て実効的な計画に取り組んだ。 

・16nm テストチップをベースとした 600G DSP を令和元年度に製品化（日本電信電話） 

・7nm テストチップをベースとした 400G 低電力 DSP を令和２年度に製品化（日本電信電話） 

・本研究成果を利用して、5nm DSP（1.2Tbps/λ対応）を令和４年度実用化予定（日本電信電話） 

・7nm テストチップをベースとした 400G 低電力 DSP を搭載した光伝送装置の製品化開発を進めている。

（三菱電機） 

・成果に基づいて製品化されたデジタル信号処理 LSI を用いて、光伝送装置（DW7000）の 400G トラン

スポンダを製品化。（日本電気） 
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・本研究成果を適用したチップを用いて、光伝送装置の 1FINITY T500/T510 を 2019 年 5 月に製品化、

１FINITY T600 を 2019 年 2 月に製品化、1FINITY T700 を 2020 年 8 月に製品化。（富士通） 

・7nm テストチップをベースとした 400G 低電力 DSP チップを搭載するプラガブル光モジュールをサポ

ートする製品を 2022 年度開発完了予定。（富士通） 

 

４．２ 標準化活動 

International Telecommunication Union Telecommunication Standardization Sector（ITU-T）SG15 

Q11/15 並びに Q6/15 会合に継続的に参加しており、Q11 では、B100G-OTN における 200G/400G, 450km

用 FEC 選定に積極的な寄書を継続提案（2019/2/25～3/1 スイス ジュネーブ、2019/7/1～12 スイス ジュ

ネーブ、国際標準提案・獲得リスト[2, 3]）した結果、提案する FEC 方式が採択された（2020/1/27～2/7, ス

イス ジュネーブ, 国際標準提案・獲得リスト[4, 5]）。2020/9/7～18 に開催された会合にて G.709.3 に追記

された。Q11 の決定を受けて Q6 でも 200G/400G 物理 IF の標準化を推進。G.698.2 に関して、200G/400G

の 450km アプリケーションの 16QAM シンボルマッピングについて標準化機関間の共通性を重要視し、

Open ROADM MSA ベースのものを適用することを提案（2020/9/7～18 スイス ジュネーブ、国際標準提

案・獲得リスト[6]）。2021/4/12～23 に開催された会合でも前回提案で課題となった内容を追記し、再度提

案した結果、提案方式が採択された（2021/4/12～23 スイス ジュネーブ、国際標準提案・獲得リスト[7]）。 

 

４．３ 知財確保 

知財権獲得は、国際競争力を確保する源泉として不可欠あると考えており、本研究開発の成果を含むコ

ア技術ならびに周辺技術について、特許出願を中心とした権利化に取り組み、光送受信デバイス特性補償

技術（出願特許リスト[2, 10-11, 31]）、誤り訂正技術（出願特許リスト[3-5, 30]、取得特許リスト[1-2]）、

信号等化技術（出願特許リスト[24, 36]）、クロストーク抑圧技術（出願特許リスト[6, 9]）等の特許出願、

特許取得を行った。結果として国内出願、国際出願ともに当初目標を大幅に上回った。関連通信機器の国

際競争力を向上させるため、重要技術の特許化によりライセンス化、デファクト化を図るべく取得した特

許は原則として適正な条件で公開し、技術の普及に貢献する。また､開発・実装・検証により確立した技術

に関しては、秘匿化・ライセンス化・オープン化からもっとも適切な形態を選択して活用し、周辺技術を

含めたエコシステムを構築することにより通信産業分野における国際競争力の向上を目指している。 

 

４．４ アドバイザリ委員会 

適宜学識経験者、有識者による指導、意見を受けながら研究開発を推進するため、アドバイザリ委員会

を設置し、初年度は 1 回、2 年目以降は各年度 2 回開催した。 

・2019 年度 第 1 回（2019 年 2 月 27 日 ステーションコンファレンス東京） 

・2019 年度 第 1 回（2019 年 9 月 19 日 ステーションコンファレンス東京） 

・2020 年度 第 2 回（2020 年 2 月 10 日 ステーションコンファレンス東京） 

・2020 年度 第 1 回（2020 年 9 月 7 日 オンライン） 

・2021 年度 第 2 回（2021 年 2 月 25 日 オンライン） 

・2021 年度 第 1 回（2021 年 9 月 9 日 オンライン） 

・2022 年度 第 2 回（2022 年 2 月 8 日 オンライン） 

 

【アドバイザリ委員】 
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・神谷 武志 名誉教授 東京大学 「超高速光デバイス技術」 

・浅見  徹 代表取締役社長 国際電気通信基礎技術研究所 「通信ネットワークとその応用技術」 

・北山 研一 名誉任教授 大坂大学 「フォトニックネットワーク技術・伝送劣化補償技術」 

・中沢 正隆 特任教授 東北大学 「超高速光通信技術・変復調技術」 

・松澤  昭代表取締役社長 テックイデア 「超高速アナログ・デジタル変換回路技術」 

 

４．５ 成果発表会・展示 

以下の国際会議やシンポジウム開催等を通して、受託各社の得られた成果とその意義について積極的に

発表してきた。 

・Optics Express、IEICE Transactions on Communications、電子情報通信学会論文誌、IEICE ComEX 

・ECOC（2018 ローマ、2019 ダブリン、2020 ブリュッセル） 

・信学会総合大会（2019 東京、2020 広島、2021 オンライン） 

・OECC（2019 福岡、2020 台北） 

・信学会ソサイエティ大会（2019 大阪） 

・OCS シンポジウム（2019 三島） 

・OFC（2020 サンディエゴ、2021 サンフランシスコ、2022 サンディエゴ） 

 

４．６ 報道発表 

得られた成果については、国内・海外にむけ各社からタイムリーにマスメディアを通して情報発信をし、

日本の国際競争力のアピールを行った。 

・「NTT エレクトロニクス社、高性能な 64 GBaud コヒーレント DSP を販売開始 １波長あたり世界最速

600Gbps 光ファイバ伝送を実現する ExaSPEED TERA をラインナップ」2019 年 2 月 27 日（NTT エ

レクトロニクス） 

・「世界最高速度の600Gbps光伝送システム 1FINITY T600を製品化」2019年2月27日（Fujitsu Network 

Communications Inc） 

・「超大容量 1 テラビット/秒光信号の長距離伝送に成功 ～商用環境において世界最長 1,122km の伝送を

実現～」2019 年 2 月 27 日（日本電信電話、NTT コミュニケーションズ） 

・「400Gbps DWDM オープンシステム用 CFP2-DCO コヒーレントトランシーバの販売を開始 2022 年 3

月 1 日（富士通オプティカルコンポーネンツ） 

 

 

５ 政策目標（アウトカム目標）の達成に向けた計画 

アウトカム指標 目標年度 数値目標等 調査方法 終了条件 

特許取得の活用状

況 

  
契約書に基づく報告書 特許権の消失 

情報発信 令和 6 年 10 件 契約書に基づく報告書 数値目標 10 件を達成した時

点 

製品化事例 令和 7 年 6 件以上 ヒアリング調査等 適用事例 6 件以上を達成した

時点、あるいは 10 年経過時点 
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国内外ネットワー

クへの適用事例 

令和 8 年 6 件以上 ヒアリング調査等 適用事例 6 件以上を達成した

時点、あるいは 10 年経過時点 

 

【日本電信電話株式会社】 

○社会展開に向けた取組方針や計画 

国際標準化については、OIF、Open ROADM および ITU-T に本研究開発成果に関連する寄書提案を行って

きたが、今後も本研究開発成果の国際展開に向けて引き続き寄書提案等に取り組んでいく。5Tbps 級の光

伝送を実現するデジタル信号処理LSIの製品化に向けては、これまで製品化してきたデジタル信号処理LSI

の顧客との関係を活用して引き続きグローバル展開を図っていく。今後はシステムベンダと協力して技術

の完成度を高めて、実際にネットワークを構築・運用する事業会社に対して本研究開発成果技術の利点と

実現性を継続的にアピールし、数年内に実ネットワークへの導入を目指す。 

○アウトカム以外に期待される波及効果. 

最大 256QAM などの高多値度と確率的コンスタレーションシェーピングを組み合わせた高度適応変復調

技術の確立により、伝送容量と伝送距離のトレードオフを自在に選ぶことができるようになった。また、

ガウシアン型のより理想的なコンスタレーションを生成できるようになり、よりシャノン限界に近い伝送

容量を達成できるようになった。これにより、適用される光伝送路に対して最適な周波数利用効率を柔軟

に選択できるようになり、光伝送ネットワークの経済化が促進される。また、情報理論に立脚した研究開

発手法が定着したことで、光通信技術のみならず周辺領域でのさらなるブレイクスルーをもたらす可能性

がある。 

 

【三菱電機株式会社】 

○社会展開に向けた取組方針や計画 

これまでに進めた顧客マーケティング活動および OIF、ITU-T 等の標準化動向調査を元に実用化に向けた

研究開発、商用化開発を行う。7nm テストチップをベースとした DSP 搭載の光伝送装置を主軸に、関連事

業部との連携を図りつつ研究開発を進め、主要ベンダおよび顧客との情報交換を積極的に実施し、令和 5

年度までの事業化を視野に、当社の陸上波長多重光伝送システムに本開発成果を搭載して行くことにより、

社会展開を図る。 

○アウトカム以外に期待される波及効果 

当社では光伝送技術、誤り訂正技術やデジタル信号処理技術を専門性として持つ研究者が研究員として

従事し、本研究開発を推進してきた。計画立案の段階より光通信システム、装置に関わる事業部と連携し

て、成果の実用化を前提とした研究開発を進めてきたが、今後も社内関連事業部門における製品化開発に

研究員も広く参画することで、本研究の開発技術及び波及技術を含む製品化が期待される。 

 

【日本電気株式会社】 

○社会展開に向けた取組方針や計画 

5Tbps 級の光伝送装置や光モジュールを令和 6 年までに製品化することを目指し、実用化に向けた技術

開発を令和 4 年度から進める。これら装置やモジュールに対して、本研究開発の成果を適用することによ

る伝送容量増大あるいは更なる伝送能力向上を検討すると共に、これらの実導入に積極的に取り組み開発

技術の社会展開を図る。 
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○アウトカム以外に期待される波及効果 

本研究開発を通して得られたクロストーク抑圧基本技術およびクロストーク抑圧回路基本技術は、多次

元変調方式などの高度な変調方式や 100Gbaud 級の高速変調に対しても周波数利用効率の向上および消費

電力低減に効果があることが確認された。従ってこれらの技術は、5Tbps 級およびそれを上回る超大容量

伝送を実現する際の基本技術として波及すると考えられ、長距離大容量の基幹系光伝送システムのみなら

ず、今後大幅な大容量化が求められるメトロ／アクセス系やデータセンター間通信等にも展開されること

が期待される。 

 

【富士通株式会社】 

○社会展開に向けた取組方針や計画 

今後は 5Tbps 級の伝送速度を実現する光伝送装置の製品化に向けた取り組みを進める。具体的には、令

和 4 年度より商用化開発の検討および実用化に向けた研究開発を開始し、これと並行して国内外の市場要

求の調査、競合情報の収集、標準化動向の調査を行う。これらの活動を基盤として光伝送装置の事業化の

検討を行い、令和 6 年度を目処に市場投入を行うことで、本研究開発成果の社会展開を図る。 

○アウトカム以外に期待される波及効果 

信号等化基本技術（課題イ-a）における高多値度かつ高ボーレートに対応可能な信号等化処理方式に関

しては、短距離伝送分野の大容量化への貢献が期待され、具体的にはアクセス系や、データセンター間通

信（DCI：Data Center Interconnect）などへの適用が考えられる。また、より高効率な伝送を必要とさ

れる無線分野における伝送容量向上への寄与も期待される。 

信号等化回路基本技術（課題エ-a-3）における回路の低消費電力化に関しては、回路構成の全体最適化

による低消費電力化技術などを無線通信分野へ応用することが可能であり、通信分野全体の低消費電力化

へ貢献する技術として期待される。 
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口 頭 発 表 数 ２件（ １件） １３件（ ３件） ８件（ ０件） 

特 許 出 願 数 ６件（ ３件） ８件（ ６件） ６件（ ４件） 

特 許 取 得 数 ０件（ ０件） ２件（ ０件） ０件（ ０件） 

国 際 標 準 提 案 数 １件（ １件） ４件（ ４件） １件（ １件） 

国 際 標 準 獲 得 数 ０件（ ０件） ２件（ ２件） ０件（ ０件） 

受 賞 数 ０件（ ０件） ０件（ ０件） ０件（ ０件） 

報 道 発 表 数 ２件（ ２件） １件（ ０件） ０件（ ０件） 

報 道 掲 載 数 ２件（ ０件） ８件（ ０件） ０件（ ０件） 

 

 

 令和３年度 合計 

査読付き誌上発表論文数 １件（ １件） ５件（ ５件） 

査読付き口頭発表論文数 

（ 印 刷 物 を 含 む ） 

 

４件（ ４件） 

 

１７件（１５件） 

そ の 他 の 誌 上 発 表 数 １件（ ０件） １件（ ０件） 

口 頭 発 表 数 ４件（ １件） ２７件（ ５件） 

特 許 出 願 数 １６件（１０件） ３６件（２３件） 

特 許 取 得 数 ０件（ ０件） ２件（ ０件） 

国 際 標 準 提 案 数 １件（ １件） ７件（ ７件） 

国 際 標 準 獲 得 数 ０件（ ０件） ２件（ ２件） 

受 賞 数 １件（ ０件） １件（ ０件） 

報 道 発 表 数 １件（ ０件） ４件（ ２件） 

報 道 掲 載 数 ０件（ ０件） １０件（ ０件） 

 

注１：各々の件数は国内分と海外分の合計値を記入。（括弧）内は、その内海外分のみを再掲。 

 

注２：「査読付き誌上発表論文数」には、定期的に刊行される論文誌や学会誌等、査読（peer-review（論

文投稿先の学会等で選出された当該分野の専門家である査読員により、当該論文の採録又は入

選等の可否が新規性、信頼性、論理性等の観点より判定されたもの））のある出版物に掲載され

た論文等（Nature、Science、IEEE Transactions、電子情報通信学会論文誌等および査読のあ
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る小論文、研究速報、レター等を含む）を計上する。

注３：「査読付き口頭発表論文数（印刷物を含む）」には、学会の大会や研究会、国際会議等における口

頭発表あるいはポスター発表のための査読のある資料集（電子媒体含む）に掲載された論文等

（ICC、ECOC、OFC など、Conference、Workshop、Symposium 等での proceedings に掲載

された論文形式のものなどとする。ただし、発表用のスライドなどは含まない。）を計上する。

なお、口頭発表あるいはポスター発表のための査読のない資料集に掲載された論文等（電子情

報通信学会技術研究報告など）は、「口頭発表数」に分類する。

注４：「その他の誌上発表数」には、専門誌、業界誌、機関誌等、査読のない出版物に掲載された記事等

（査読の有無に関わらず企業、公的研究機関及び大学等における紀要論文や技報を含む）を計

上する。

注５：PCT 国際出願については出願を行った時点で、海外分１件として記入。（何カ国への出願でも１

件として計上）。また、国内段階に移行した時点で、移行した国数分を計上。

注６：同一の論文等は複数項目に計上しないこと。例えば、同一の論文等を「査読付き口頭発表論文数

（印刷物を含む）」および「口頭発表数」のそれぞれに計上しないこと。ただし、学会の大会や

研究会、国際会議等で口頭発表を行ったのち、当該学会より推奨を受ける等により、改めて査

読が行われて論文等に掲載された場合は除く。


